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株式 （2020年9月30日現在）株主の皆様へ

会社の概要 （2020年9月30日現在）

役員 （2020年10月1日現在）

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜
り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第１５５期の中間報告書をお手許にお
届けするにあたりまして、ご挨拶を申しあげます。

当社は2020年３月に創立100周年を迎えるこ
とができました。この100年、スズキは織機、二輪
車、四輪車、船外機と多くの挑戦をしてきました。
これらの挑戦があったからこそ、今のスズキがあ
ります。株主の皆様、お客様、お取引先様、従業員、
当社のあらゆるステークホルダーの皆様に感謝、
まさに「感謝。感謝。感謝の100年」でした。

次に、当社グループを取り巻く経営環境につき
ましてご説明いたします。当第２四半期連結累計
期間（4～9月）におきましては、新型コロナウイル
ス感染拡大により世界的に景気は減速し、依然と
して当社グループの業績にも影響を及ぼしてい
ます。特に第１四半期連結会計期間（4～6月）にお
きましては、各国政府による行動制限措置の実施
などに伴い、国内外の拠点において、従業員の出
社規制およびサプライチェーンにおける部品の供
給遅延などによる生産停止、減産、および販売停
止といった影響が発生しました。続く当第２四半期
連結会計期間（7～9月）におきましては、当社主
力市場の日本およびインドでのロックダウン解除
に伴い、生産・販売活動の正常化が進みました。た
だし、インドでは感染収束の見通しが不透明なこ
とに加え、日本を含めこれから冬季を迎える北半

球を中心とした地域での第２波の懸念もあり、引
き続き注視が必要な状況が続く見通しです。
このような状況の中、当第２四半期連結累計期
間の業績につきましては、第１四半期連結会計期
間の減収減益を当第２四半期連結会計期間のイ
ンド、日本での販売回復や経費削減努力等でカバ
ーできず、連結売上高は1兆2,702億円と前年同
期に比べ4,852億円（27.6％）減少、営業利益は
749億円と前年同期に比べ437億円（36.8％）減
少しました。経常利益は962億円と前年同期に比
べ433億円（31.1％）減少、親会社株主に帰属す
る四半期純利益は543億円と前年同期に比べ
250億円（31.5％）減少しました。

中間配当につきましては、１株につき前期と同
額の37 円とさせていただきました。年間配当予
想につきましては、今後の状況を見極めるため、引
き続き未定とさせていただきます。

今後とも長期的な展望に基づいて価値ある製
品づくりとサービスの提供、企業価値の向上に努
め、次の100年に向けてさらなる挑戦を続けてま
いります。株主の皆様におかれましては、引き続き
変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

2020年11月
代表取締役社長　鈴木 俊宏
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（注） 持株比率は、当社保有の自己株式を除いて算出しております。
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138,262,634,261円
3月31日
連　結　　69,785名
単　独　　16,327名

● 資 本 金
● 決 算 期
● 従 業 員 数
(就業人員数)

スズキ株式会社
SUZUKI MOTOR CORPORATION
静岡県浜松市南区高塚町300番地
1920年3月

● 社   　　名
● 英 文 社 名
● 本   　　社
● 設   　　立

（注） 1. 取締役のうち、川村修、堂道秀明及び加藤百合子の三氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。また、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
　　 2. 監査役のうち、田中範雄、荒木信幸及び長野哲久の三氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。また、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

● 株式の総数
　 発行可能株式総数
　 発行済株式の総数

● 単元株式数
● 株　主　数

100株
 30,233名1,500,000,000株

491,098,300株

● 大　株　主



連結キャッシュ・フロー計算書

連結貸借対照表 連結損益計算書 連結業績の推移
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連結売上高の推移 連結営業利益の推移

連結経常利益の推移 親会社株主に帰属する当期純利益の推移
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その他の包括利益累計額
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商 品 及 び 製 品
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当第2四半期連結会計期間
（2020年9月30日現在）

前連結会計年度
（2020年3月31日現在）
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当第2四半期連結累計期間
2020年4月 1日から
2020年9月30日まで

前第2四半期連結累計期間
2019年4月 1日から
2019年9月30日まで

（　　　　　　　）（　　　　　　　）
当第2四半期連結累計期間
2020年4月 1日から
2020年9月30日まで

前第2四半期連結累計期間
2019年4月 1日から
2019年9月30日まで



新型船外機「DF140BG」
「DF115BG」を発表
主にレジャー用途の中型ボートに搭載さ
れる140馬力・115馬力クラスの4ストロ
ーク船外機として世界で初めて電子スロ
ットル&シフトシステムを採用しました。

2020年6月

インドで二輪車累計
生産500万台を達成
インドの二輪車生産販売子会
社スズキ・モーターサイクル・
インディア社が累計生産500
万台を達成しました。

2020年7月

ト ピ ッ ク ス

スズキクリーンオーシャンプロジェクトを始動
　これまで当社マリン事業本部を中心に継続して取り組んできた水辺の清掃活動が
2020年に10周年を迎えたことを機に、「私たちに今できること」「スズキの船外機にでき
ること」は何かを考え、海洋プラスチックごみ問題に焦点を当てた新たな取り組み「スズキ
クリーンオーシャンプロジェクト」を始動しました。
　このプロジェクトは3つの取り組みを柱とし、従来からの活動をさらに発展させていきます。

　当社グループでは、船外機が使用される海、河川、湖沼で、従業員とその家族による
ボランティアの清掃活動を実施してきました。
　2010年に浜松市で1回目の活動を開始し、2回目以降は世界各国に活動の輪を広げ、
これまで参加国は26か国、参加者は延べ約8,000人以上に及びます。2020年以降も清
掃活動を継続していきます。

　海洋プラスチックごみ問題に取り組むため、当社は
船外機に取り付け可能なマイクロプラスチック回収装
置を世界で初めて開発しました。
　船外機がエンジン冷却のために大量の水をくみ上
げながら走行し、冷却後にその水を戻す構造であるこ
とに着目し、回収装置は戻り水用ホースに取り付け可
能なフィルター式としました。この装置を取り付けれ
ば、走行するだけで水面近くのマイクロプラスチック
を回収することができます。

　国内で実施した回収装置のモニタリング調査では、フィルターに溜まった回収
物に含まれるマイクロプラスチックを確認することができました。モニタリング
調査は海外にも対象を広げて実施し、さらに改良を重ねていきます。
　この装置は2021年からオプション用品として設定し、将来的には標準装備と
して扱うことも計画しています。

　当社は船外機ユーザーをはじめ、販売店、ボートビルダー、取引先、当社グループ関係会社、従業員やその家族など、世
界中の全てのパートナーの皆様と力を合わせて、世界中の海をきれいにしていきます。

　事業活動から生じるプラスチックごみを削減するため、スズキ船外機の製品梱包
資材からのプラスチック削減に向けた取り組みを開始しました。2020年6月生産の
一部製品の梱包に代替素材を試験的に採用し、市場評価の確認を進めています。
　また、スズキ船外機の純正部品の梱包資材についても、プラスチック製の袋やフィ
ルム類の一部を紙製素材に置き換え、2020年10月より出荷を開始しました。これに
より年間約2.3トンのプラスチックごみの削減を見込んでいます。

　「スズキクリーンオーシャンプロジェクト」の推進は、SDGs（持続可能な開発目標）が
示す社会課題の解決に向けた当社の具体的な取り組みであり、スズキ船外機がブランド
スローガンに掲げる「THE ULTIMATE OUTBOARD MOTOR（究極の船外機）」を環
境面においても追及していく姿勢を表しています。

後付け急発進等抑制装置を発売
後付けが可能な急発進等抑制
装置「ふみまちがい時加速抑
制システム」を発売しました。
※2012年9月から2014年7月に販売した
ワゴンR FX・FXリミテッドに取り付け可能

2020年8月

スズキ教育文化財団、
20回目の奨学生を決定
2020年度の奨学生として
新たに決定した高校生43名
と大学生5名の奨学生認定
証授与式を行いました。

2020年8月

水辺の清掃活動を継続し、海洋プラスチックごみを回収

船外機や部品の梱包資材からプラスチックを削減

船外機用のマイクロプラスチック回収装置を開発（世界初）

プロジェクト1

プロジェクト2

プロジェクト3

2020年4-9月期の主なトピックス

▲梱包資材をプラスチック製から紙製に切り替え

モニタリング調査で実際に回収したマイクロプラスチック▶

マイクロプラスチック：海などに流れ込んだ海洋プラスチックごみが
自然環境下で微細（5mm以下）に破砕されたもの。

▲世界各国で活動を実施（2019年撮影）

▲回収装置を取り付けた船外機（カバーを外した状態）

アクセス125（インド製）



6月中

７２６９

①証券会社をご利用の株主様
お取引の証券会社にお申出ください。
②証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様
特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

定時株主総会

基 準 日

公告方法

証券コード

定時株主総会
期末配当金
中間配当金
その他必要があるときは、あらかじめ公告します。

電子公告によります。
但し、やむを得ない事由によって電子公告が
できない場合は、東京都において発行される
日本経済新聞に掲載して行います。
h t t p s : / /www . s u z u k i . c o . j p / i r /

3月31日
3月31日
9月30日

〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

〒460-8685 名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行事務センター
フリーダイヤル ０１２０-７８２-０３１
（受付時間：土日休日を除く９：００～１７：００）

三井住友信託銀行株式会社 全国本支店

株主名簿管理人
特別口座の口座
管理機関

郵便物送付先
（電話照会先）

同事務取扱場所

同取次窓口

株式に関する各種お手続きについて
住所変更、単元未満株式の買取･買増等のお申出先について 未払配当金の支払いについて

株主名簿管理人である三井住友信託銀行
株式会社にお申出ください。

株主メモ


